
 

登山計画作成のためのガイドライン（第二次改訂版）について 

 

令和５年３月 17日 

学校安全課  

１ 趣旨 

  当ガイドラインは、平成 29 年３月に発生した那須雪崩事故を踏まえ、県立学校が登山を

実施する際の安全に対する考え方や取扱方針、計画を適正に作成するための具体的留意事項

等を盛り込んだ手引書として平成 30年 12月に策定した。その後、令和元年度に一度改訂を

行った。 

今回の改訂は、令和４年７月６日に開催した第３回高校生の登山のあり方等に関する検討

委員会において検討された「学校活動における登山活動の範囲の設定及び登山アドバイザー

派遣事業における基準の改正」について記載することや前回の改訂（2020.3.31）以降、運

用する中で出てきた安全対策について新たに追記すべき事項として対応するため、登山計画

作成のためのガイドラインの改訂を行うこととする。 

 

２ 主な改訂内容 

（１）登山アドバイザー 

第３回高校生の登山のあり方等に関する検討委員会において議事を行った、登山アド

バイザー派遣事業における登山アドバイザーについて、資格保持者であることを要件と

する。 

（２）山行地の選定 

第３回高校生の登山のあり方等に関する検討委員会において議事を行った、学校活動

における登山活動の範囲の設定について明記することとする。 

（３）熱中症対策 

熱中症対策について、ガイドラインに記載がされていないため、ガイドライン上に新

たに記載することとする。 

（４）冬季における登山の帰着時間 

登山計画審査会において、冬季は日没が早いため、１５時までには登山口に帰着する

ようにと指摘があったため明記することとする。 

（５）装備の追加 

登山計画審査会において、那須連山をはじめとする活火山に登る際は、噴火や落石に

備え、ヘルメットを持参するようにと指摘があったため明記することとする。 
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≪ 登山計画作成のためのガイドラインの全体像≫

○ 登頂を第一の目的とはせず、安全を第一に、準備を含む登山活動を通じて多くの知識・体験
の習得を目的とする登山の実施を徹底

○ 登山計画の立案を通じた安全対策等の点検の徹底と緊急時の適切かつ迅速な対応

第４章 登山計画書の作成

１ 計画書作成の意義
２ 作成作業の留意点
３ 計画書の作成

第５章 登山計画承認等の手続き

１ 計画の承認
２ 登山計画審査会
３ 計画の変更等
４ 関係機関への届出
５ 実施後の報告
６ 審査結果等の公表

第６章 登山計画書の作成例

登山計画書の各記載事項
の留意点を付記し、具体的
な記入の仕方等を分かりや
すく例示

第７章 資料

○計画書様式 ○関連通知

ガイドライン構成

○ 行程や装備、安全対策等、適正な内容の登山計画の作成と計画に基づく登山の実施

県立学校の高校生等の安全登山の実施
目指すところ

安全登山の実施に向けて適正な登山計画を作成

第１章 安全な登山実施のための基本姿勢

１ 登山とは ２ 登山の意義・目的 ３ 登山のリスク

４ 冬山登山、雪上活動訓練、冬季における登山 ５登山の実施に向けて

第２章 登山における引率者

１ 引率者の意義と役目
２ 引率者の要件
３ 引率者の人数
４ 登山アドバイザー

第３章 安全な登山の実施に向けた登山計画の立案

１ 計画立案の重要性 ５ 事前準備・事前指導

２ 立案時の留意点 ６ 安全対策
３ 登山の組織体制 2 ７ 不測・緊急の事態への対応
４ 山行地の選定 2 ８ 保護者への説明及び承諾

安全登山に向けた考え方等

計画書作成や手続き上
の注意点等を記載

重要通知の周知徹底

計画作成に際し意識すべきこと ＝ ガイドライン策定のねらい

－１－
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第 1 章 安全な登山実施のための基本姿勢 

 

 

県立学校に在籍する高校生をはじめとする児童生徒（以下「高校生等」という。）にとって

の登山とは何か。 

本県では、平成 29年３月 27日、栃木県高等学校体育連盟主催の春山安全登山講習会の開催

中、雪崩により生徒７名及び教員１名の尊い命が失われるとともに 40名が負傷するという、学

校教育活動上、類を見ない甚大な事故が発生した。このような痛ましい事故を二度と起こすこ

とのないよう、事故の教訓を後生に引き継ぎ、事故の再発防止を図るため、那須雪崩事故検証

委員会からの提言を踏まえ、登山計画作成のためのガイドライン（以下、「ガイドライン」と

いう。）を策定することとした。 

そこで、具体的な登山計画の作成について触れる前に、本章では、学校活動における登山の

意義や目的について触れるとともに、登山が自然環境の中で行うスポーツ活動という性質上、

その他のスポーツ活動と比べ生命・身体の危害が及ぶリスクが高く、これらのリスクについて

もう一度確認することにより、引率者となる教員をはじめ、学校等の登山に携わる者に自覚を

促す。 

 

 

１ 登山とは 

一般的には、山頂を目指し山に登ることを登山というが、本県県立学校の教育活動（部活動を

含む）においては、標高の高低を問わず、また、山頂を目指さなくとも、登山道（整備された遊

歩道を除く。）等を歩くものを登山として定義する。 

   なお、山林での作業等に伴い山に登るものは登山に含めないが、調査研究等を目的として山に

登る場合は登山に該当するものとして取り扱う。 

     また、高地ではあっても高低差のない高原、湿原等で木道等コースが十分に整備されているル

ートを歩くものは登山としない。（例：戦場ヶ原及び小田代ヶ原内の遊歩道、上高地散策・ハイ

キングコース、裏磐梯各自然探勝路 など） 

 

 

２ 登山の意義・目的 

   登頂するという目標等を掲げ、日頃から体力を向上させるなどの努力を積み重ねるとともに、 

 仲間たちと登山について話し、結束力を高めること等により、その結果、到達した際の達成感、 

 克服感を得ること、また、さらに高い目標を設定し、主体的に自己研鑽していくといったこと 

 が登山の意義として挙げられる。 

   また、自然のすばらしさを直接体感し、興味・関心を持ち主体的に学ぶことなどにより、探究

心を高めていくことなども、登山の意義として挙げられる。 

     加えて、本県県立学校の教育活動における登山の実施に当たり重視すべきものは、高校生等が

登山活動を通じて、計画立案の重要性を学び、危機管理意識を向上させ、他のメンバーとの協力

意識や協調性を養い、さらには、チームワークの中で任せられた自分の取るべき行動について主
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体性を持って取り組むことなどであり、登山活動の意義や目的は広範かつ深い。 

      このほか、学校教育活動における登山の実施に当たっては、標高や山行速度に重点を置かず、

かつ、競い合うような山行とならないよう、安全を第一に行うことが重要である。 

 

 

３ 登山のリスク 

 登山は、ありのままの自然環境下において、山中の長い行程の上り下りを伴いながら歩く活動

であり、体力の消耗が激しい活動である。また、足元が極めて不安定な場所で行う活動であるこ

とから、転滑落による怪我や最悪な事態としては命を失う可能性もあるリスクと背中合わせの活

動である旨、校長や教頭（以下「管理職」という。）や引率者はもとより、登山に参加する児童

生徒等（以下「参加生徒等」という。）が理解する必要がある。 

 加えて、事故等により引率者が管理職との相談・協議のもと中断を決断しても、下山するまで

に様々な困難が伴うことが考えられる。 

 このほか、自然の中、かつ、天候の変化が激しい山間部での活動であるため、突然の降雨や雷

雨等も発生しやすく、天候の急変に伴う気温の変化や道を見誤ること等による遭難の危険性も常

にはらんでいる活動である。 

 さらには、高地といった日常とは異なる環境での活動であるため、高山病をはじめとして、風

邪や腹痛、その他の身体的故障が起きるリスクが伴う。 

 登山を実施する上で、管理職及び引率者はこういったリスクを十分に認識し、適切な対策を講

じる必要がある。   

    

 

４ 冬山登山、雪上活動訓練、冬季における登山 

 (1) 冬山登山 

    冬季を中心に断続的な降雪等により雪が相当期間堆積する時期を積雪期というが、積雪期に

ある山においては、登頂を目指す登山ではなくとも、凍結、吹雪、雪崩等に伴う転滑落、埋没、

凍傷、低体温症等の可能性もあることから、主として積雪期の状態にある山への登山である冬

山登山については、登頂を目指すか否かを問わず、本県県立学校においては、実施を認めない

こととする。 

               

  (2) 雪上活動訓練 

    積雪期の状態にある山での雪上歩行訓練や幕営の練習等を通じた積雪期の登山技術の習得 

   （本ガイドラインにおいては、以下「雪上活動訓練」という。）は、高校生等が将来にわたり 

   四季折々の中で登山を安全に実施・継続していく上で意義がある。このため、冬山登山を原則 

   禁止とするスポーツ庁においても、教育的観点から実施するこれらの登山技術習得のための活 

   動は一定の条件下において実施することを認めている。 

    一方、学校教育活動における登山は、登山活動を通じた高校生等の育成等を目的に置きつつ

も、参加生徒等の安全を第一として実施する必要があることから、その活動範囲（山域季節、

登山形態等）には一定の限界があり、本県県立学校における登山についても制限を設けている
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ところである。 

    こうしたことに加え、本県県立学校の教育活動において高度な技術を持つ指導者の確保が 

難しく、学校教育活動として取り組むことが困難である現状を踏まえ、雪上活動訓練について

も冬山登山と同様に実施を認めないこととする。 

    なお、このことは、高校生等が自己の将来を見据えて、経験者や指導者が在籍する民間の登

山団体等が主催する雪上活動に参加するなどして、個人的に行うことを妨げるものではなく、

あくまで学校教育活動として実施する雪上活動訓練を認めないとするものである。 

 

 

 (3) 冬季における登山 

冬山登山及び雪上活動訓練については上記のとおりであるが、標高が低く、積雪期の状態に

ない山における登山はこれまでどおり冬の間であっても実施を認めることとする。 

    なお、冬季であっても積雪期の状態になく登山の実施を認める山及びルートについては、別

途、教育委員会が登山計画審査会と協議の上、指定する。 

    ただし、これらの冬季において登山を認める山及びルートであっても、降雪があった場合は

登山を中止すること。 

 

 

５ 登山の実施に向けて 

上記のことを踏まえ、学校教育活動における登山の実施に当たっては、常に、登山を通じて

得られる成果と登山のリスクを考量していく必要がある。また、引率者を含めて、学校は、登

山を計画する際や山行中においても「登頂を第一の目的とはせず、安全を第一に」を肝に銘じ

て取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

【登山の該当の有無及び登山計画審査会の審査省略の可否判断フロー】

登山とする 必要 必要

Yes　 登山としない

No　 

登山としない 不要／対象外

 　　例：戦場ヶ原及び小田代ヶ原内の遊歩道、
　　 　　上高地散策・ハイキングコース、
　　   　 裏磐梯各自然探勝路　　　　　　　　等

登山の
該当・非該当

登山計画審査会の審査
県教育委員会

による承認

対
象
地
が
山
か
ど
う
か

山林での作業等
に伴うもの

ただし、登山以外の学校行事として県立学校
管理規則に基づき必要な手続きを行うものと
する。高低差のない高原、湿原等で木道等のコースが

十分に整備されているルートでの活動
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第２章 登山における引率者 

 

 

   高校生等は、登山に関する知識や体力も発達の途上であることから、高校生等の登山にお 

  いて、登山が安全に実施され成果を残す上では、引率者が果たす役割は極めて大きい。 

   この章では、引率者がこの職責を果たすことができるよう、登山計画を立案・作成する前 

  にもう一度引率者の意義や役目について確認する。 

   

 

１ 引率者の意義と役目 

   登山の目的を達成することはもとより、自然の中で行うスポーツであるが故のあらゆるリスク

から参加生徒等の身体・生命の安全を守る必要があることから、部活動登山や学校行事における

集団登山は、学校及び教員の責任において行われる必要がある。 

   また、全ての登山の計画立案、実施、反省等の各段階において、引率者は参加生徒等に対し指

導を行うものとするほか、年間計画を立て、校長の了解や保護者の理解を得ながら、学校教育の

一環として登山を実施し、参加生徒等の力量を計画的、段階的、組織的に高めていくものとする。  

 

 ≪ 引率者が行うこと ≫ 

  ○山行前 

・登山の計画を参加生徒等とともに立案する。 

・登山に必要な知識、技術の習得に向け指導する。 

・登山計画書を参加生徒等とともに作成し、校長の承諾を得る。 

・登山計画書を県教育委員会その他関係機関に届け出て、必要に応じ承認や許可を得る。 

・参加生徒等の保護者に登山活動の概要を知らせるとともに、参加の承諾を得る。 

・参加生徒等の健康状態を把握する。 

ただし、学校行事における集団登山において、参加者が多数である等の理由により登山計画の

立案及び登山計画書の作成を参加生徒等とともに行うことが困難な場合には、この限りではない。 

 

○山行中 

・参加生徒等の安全を確保する。 

  参加生徒等の健康状況、危険箇所、天候の変化等に細心の注意を払う。 

  安全登山の実施を最大の目的とし、撤退を常に意識する。 

  事故等が発生した場合には、全員の安全を確保し、救助を要請する。 

    ・承認を受けた計画内容を忠実に実行する。 

 

    ○山行後 

    ・下山後、校長等へ速やかに報告する。 

・成果を最大限にするため、参加生徒等とともに反省会を開く。 

・登山報告書を県教育委員会に提出する。 
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２ 引率者の要件 

     登山の実施については、部活動であれ、学校行事であれ、学校の管理下において実施するもの

であることから、当該学校の教員が引率者となり、出発から帰校するまで責任を負うものである。 

   また、登山は、急激な天候の変化に代表されるような、日常生活とは異なる環境下で、適確に

対応していくことが求められるため、引率者は登山特有の知識や経験を有している必要がある。

そのため、本県高校生等の登山活動中の安全を確保するため、引率者には、少なくとも一人は、

登山指導の経験が満５年以上あり、かつ、公益財団法人日本スポーツ協会認定の指導員資格を有

するか、または、国立登山研修所等で実施される県が指定した研修等に参加した者を置くことを

必須とする。 

     上記に該当する者がいない場合は、要件を満たす引率者が引率する他校の登山と合同により実

施するか、下記４の登山アドバイザーを帯同させることで、要件を満たす者を引率者として置い

たものとみなす。 

 

 

３ 引率者の人数 

     登山は、山の中での活動である特殊性から多人数を一人の引率者が指導監督するには限界があ

ることから、参加生徒等 10名につき１名以上を引率者として置くこととする。 

   ただし、学校行事における集団登山について、この基準によりがたい場合は、登山ルート等を

勘案した上で登山計画審査会が了承した場合はこの限りではない。 

   また、１パーティにつき２名以上の引率者を置くことを必須とする。 

 引率者それぞれの役割分担や指揮系統を明確にしておくことが、山行中、特に不測の事態に遭

遇した際に適確な対応を取る上で必要なことから、必ず引率責任者を置くこととする。また、学

校行事における集団登山においては、養護教諭等を引率者に加えることが望ましい。 

 

 

４ 登山アドバイザー 

   登山アドバイザーは、安全登山の実施に向けて、原則として全ての登山において、生徒の安全

確保に資するとともに、引率者に技術や経験の伝達及び実践的な指導を行う。また、アドバイザ

ーとなり得る者は、学校教育活動についての知識と理解に富み、登山保険等に加入していること

に加え、次の各号のいずれかに該当する者であって、かつ、実際に本事業を活用する山において

複数年の登山経験を有し、その山の特徴、危険箇所、山行においての留意事項等の専門的な知識

を十分に有している者とする。 

(1) (公財)日本スポーツ協会公認山岳コーチ１、コーチ２、コーチ３又はコーチ４の資格保持者 

(2) (公社)日本山岳ガイド協会認定国際山岳ガイドステージⅠ又はステージⅡの資格保持者 

(3) (公社)日本山岳ガイド協会認定国際山岳ガイドの資格保持者 

(4) (公社)日本山岳ガイド協会認定登山ガイドステージⅠ、ステージⅡ又はステージⅢの資格保

持者  
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第３章 安全な登山の実施に向けた登山計画の立案 

 

 

  この章では、具体的な登山計画書の作成に向けて、計画の立案をどのような観点で進めるべき 

 か、また、どのようなプロセスで進めるべきかを適切に理解するためのポイントを挙げる。 

 

 

 

１ 計画立案の重要性 

   登山は、綿密な計画の作成と周到な準備からスタートする。 

   登山の計画と準備は、急変する自然の中で行う厳しい活動であることを念頭に置いて行う必要

がある。山行するルートの把握はもとより、危険箇所の把握、天候の変化や予期せぬ事故等を想

定した緊急時の対応策を含めた登山計画を立案することが、非常時にもパニックとなることなく、

冷静な対応を促せ、結果として事故が起きた場合でも二次被害の防止につながる。 

   「登山の出発時には、登山の半分が終わっている」と言われるほどであり、計画と準備には十

分に時間をかけて作成する必要がある。 

 

 

２ 立案時の留意点 

   登山を成果あるものとするためには、参加者全員が目的のほか、登山の行程や危険箇所、非常

時の対応策等について共有する必要があり、また、適切な役割分担の下、実施される必要がある

ことから、立案時から参加者全員で話し合い、計画を作成することが大切である。 

また、部活動における登山については、年間を見通して登山の計画を立てることで、個々の登

山の意義や目的等を明確にしておく必要がある。 

なお、学校行事における集団登山で、参加生徒等が多数であること等により参加者全員で話し

合い、計画を作成することが困難な場合でも、参加者全員が、目的のほか登山の行程や危険箇所、

非常時の対応策等について十分に理解しておく必要がある。 

   

   

３ 登山の組織体制 

   登山においては、参加する者をとりまとめ、適確な状況判断と指示を行うリーダーの存在が必

要であり、学校教育活動における登山の真のリーダーは引率者となる教員（引率責任者）である。 

また、引率責任者を含む引率者は、山行中は予め明確に定めた役割分担を踏まえ協力し合いな

がら業務に当たるとともに、日頃の指導等を通じて生徒等とのコミュニケーションを図ることに

より、山行中、参加生徒等に対し的確に指示が伝わる信頼関係を構築しておく必要がある。 

なお、参加生徒等の主体性・責任感等を育成する観点から、参加生徒等の中からリーダーを決

め、日頃から仲間たちとの結束力を高めていくなど、チームワークや主体的な活動を促していく

ものとする。 
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    加えて、学校教育活動における登山は、山行する者だけで実施するものではなく、校長をはじ

めとした学校関係者が適切なサポート体制を整えることにより、出発から帰校に至るまで安全な

登山を実施できることとなる。そのため、管理職を中心に組織する留守本部を設け、当該留守本

部を中心に警察や消防、医療機関のほか、保護者との連絡体制を整えておくとともに、非常時の

情報伝達や情報共有を迅速かつ円滑に行うこととする。このほか、留守本部は登山を実施してい

る一行の状況をきめ細かく把握するとともに、気象などの情報を常時収集し、必要に応じて情報

を現場の引率者に伝達するほか、適切な指示を行う必要がある。 

 

 

４ 山行地の選定 

   山行地は、参加生徒等の心身の発達、体力・技術の程度、これまでの山行等の経験の内容、経

費等を考慮し、目的の達成に適したものを選定することが重要であり、特に安全面には十分配慮

する必要がある。 

   なお、山行ルートは、別紙「山のグレーディングに応じた県立学校の登山活動の範囲」におけ

る難易度 A～Cとし、Dと Eに該当する山行ルートは認めない。その際、難易度が定められていな

い山行ルートについては、登山計画審査会の審査を経て決することとする。 

また、下記については、現行においても山行を認めておらず、今後も認めないので注意するこ

と。 

(1) ハーケンやハンマー等を当然必要とするような岩登りや沢登り等を伴う登山 

(2) 北アルプスの大キレット、不帰キレット、西穂高から奥穂高にかけての稜線のほか、飯豊山 

の石転び沢雪渓、剱沢雪渓、針ノ木雪渓といった特に難易度の高いルート 

   また、第１章４において、冬山登山や雪上活動訓練を禁止しているところだが、夏山における

残雪及び雪渓については、傾斜が緩やかで転滑落等の恐れがない場合には、当該残雪及び雪渓を

含むルートの山行を認める。 

なお、残雪または雪渓の状態は年によって異なることから、山行の可否については、その都度

登山計画審査会における審査を経て決する。 

   

    

北アルプスの大キレット            北アルプスの不帰キレット 
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西穂高稜線                石転び沢雪渓（遠景） 

 

  

針ノ木雪渓 

 

５ 事前準備・事前指導 

     安全に登山を実施するため、日頃から次の事項について具体的な対策や準備を講じるとともに、

児童生徒自身も取り組めるよう児童生徒の指導に当たること。また、具体的な登山の実施に向け

ては、管理職とも相談しながら非常事態への対応等について体制を整えておく必要がある。 

  ・日常の健康管理及び健康状態の把握 

  ・身体・体力面でのトレーニングによる基礎体力の養成 

・登山知識（山岳全般に関する基礎的知識、天気図読図等）の習得や登山用具の取扱いの習熟 

・非常事態への対応（荒天対策、怪我や病気への対応方法、救急法、連絡方法等）の確認 

・山行地に関する情報収集や登山計画の作成 

 

 

６ 安全対策 

  (1) 荒天対策 

     急変する山の天候について、山行前だけでなく山行中にもしっかり把握する。 

     降雨や落雷等の荒天時にどのような対応を取るか（中止、延期、あるいは山行中であれば途

中帰還等）、また、その判断基準等を事前に検討し、計画として明記しておく。 

     特に途中帰還の場合、どのようなエスケープルートを用いて帰還するのか、予め想定し、計

画として立てておく必要がある。 
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  (2) 事故防止対策 

    参加生徒等を引率する上で、山行ルート等について山行直前まで最新の情報を収集し、危険

箇所等を把握しておくことは、事故を回避する上で非常に重要である。このため、事前の下見

は可能な限り実施しておくべきである。また、各種媒体の活用や手段を講じることで最新の情

報を収集しておく必要がある。なお、下見の実施が困難かつ登山アドバイザーが帯同しない場

合には、引率者のうち１名は計画登山ルートの登山経験を有することを必須とする。 

    また、登山は日常生活とは異なる環境下において体力を使う活動であるだけでなく、急激な

天候の変化等により身体的にも大きな負担がかかることから、参加生徒等の健康状況を把握し

管理することは、事故を起こすことなく安全な登山を実施する上で非常に重要である。 

    このため、参加生徒等の健康状況を事前に把握するだけでなく、山行直前（当日）において

も健康状況をしっかり把握し、不良の場合は参加させないことが重要である。 

    山行直前（当日）の荒天やその他不測の事態等による日程や行程等の変更については、計画

に沿った変更であるとしても、その判断は冷静かつ的確に行う必要がある。引率責任者は、天

候等の変化や現地の状況について正確な情報の収集と的確な分析に努め、参加者全員の安全を

最優先に、引率者や登山アドバイザーと十分に協議するとともに、留守本部と相談の上、日程

や行程等の変更を行うものとする。そのため、計画立案時に際しては、計画変更時の相談先・

報告先を明確にし、双方が迅速な対応を取れるようにしておくことが必要である。また、引率

責任者は、計画変更の内容及び理由を参加者全員に十分に説明し、共通理解を図るものとする。 

    登山は、学校教育活動として学校の管理下において実施される活動であることから、登山が

天候不良等の影響を受けず、計画どおり進められた場合であっても、その実施状況については、

適宜、留守本部に連絡を取るとともに、必要に応じ、留守本部から指示を受けることが登山を

最後まで安全に実施する上で大切である。 

    なお、荒天対策と同様に、参加生徒等の体調やルート状況、山行の進捗状況（山行タイム） 

等に基づく途中帰還の判断基準やエスケープルートの設定等を行っておくことが重要である。 

 

  (3) 救急対策 

       事故等が発生した場合、引率者は、その状況を正確に把握するとともに、躊躇することなく、

警察、消防等への救助要請を行うこと。また、止血等の応急対応に努めること。そのためには、

事前に応急措置の知識を身に付けておくことも重要である。 

    また、引率者は、参加生徒等が体調不良の場合、体調等を十分に見極めた上で、留守本部と

相談・協議しながら停滞もしくは下山を判断し、下山した場合は直ちにあらかじめ確認してお

いた医療機関等において必要な措置を受けること。このため、最寄りの医療機関等について、

事前の連絡先や搬送方法を確認しておくことが計画を立案する際には重要である。 

    なお、山中において、対応に迷った場合には、消防等に電話で相談することも検討すること。 

       山間部は日常の生活圏とは異なり、携帯電話等の通信機器が使用可能とは限らず、救急時の

連絡を確実に行うためには、どのエリアが通信不可の範囲なのか、また、どこまで行けば通信

可能となるかを予め把握しておくことが有効となってくる。 

 事故等により救助活動が必要となった場合に、事後の適切な対応を確保するため、予め保険

に加入しておくことが必要である。 
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 (4) 熱中症対策 

    夏山登山において、熱中症対策は必須であり、引率者はもちろんのこと、生徒自身も熱中症

に対しての知識を習得し、準備や対策を講じた上で登山を行う必要がある。 

熱中症については、①湿度②日射・輻射など周辺の熱環境③気温と複数の要因が影響するこ

とから、山行中は熱中症計を用いて、暑さ指数（WBGT）を計測し、対策を講じることが求めら

れる。また、熱中症警戒アラート（気象庁）等を活用し、適宜最新の情報を得ることも大切で

ある。 

    なお、日頃から規則正しい生活をすることが、熱中症予防にとって重要であるため、体調を

しっかりと整えた上で登山に臨むようにすることが大切である。 

 

７ 不測・緊急の事態への対応 

   事故等の不測・緊急時には、昼夜を問わず、留守本部及び保護者への連絡を取り、留守本部等

と事態に関する情報の共有を図る必要があることから、現地から留守本部、保護者への連絡体制

（連絡網）を予め整えておく必要がある。 

 また、最寄りの医療機関や警察の連絡先の把握については、上記６(3)のとおりである。 

 

 

８ 保護者への説明及び承諾 

   参加生徒等の保護者に対し、実施しようとする登山の計画内容を示した上で、参加についての

承諾を得る必要がある。また、緊急時の連絡先等を学校としても把握しておく必要がある。 

  （保護者へは登山計画審査会の審査を経て県教育委員会の承認を受けた登山計画書を渡しておく

こと。） 
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山行目的の設定と山行地の選定 

実施時期の決定 

 

 

  参加生徒等の経験・技量（以下、「力量等」という）を踏ま

え山行目的を明確にし、力量等に応じた山行地を選定する。 

 また、年間計画に基づく山行となっているかも確認する。 

 目的や山行地の特徴等も勘案しながら実施時期を決定する。 

 

  参加生徒等の力量等も勘案しながら参加者を決定する。 

 参加生徒等の力量等や人数によっては山行地も変わってくる

ことに留意する。 

  日程、ルート（エスケープルートを含む）、事故防止対策等 

について、引率者と参加生徒等が一緒になって検討を行う。 

 ※学校行事における集団登山の場合はこの限りではない。 

  ルートや幕営地（宿泊地）の状況を確認する。 

 引率者は可能な限り下見を行う。 

  ガイドラインを参考の上、登山計画書を作成する。 

   

県教育委員会から指示された期日までに登山計画の承認申請

を行う。承認を受けた計画について変更等が生じた場合は、

速やかに報告する。 

  承認を受けた登山計画書の内容について保護者の理解を得て 

登山参加の承諾を得る。※状況によっては承認前でも可 

登山計画書を「コンパス」にて提出（登録）する。 

 

  留守本部との連絡方法を確認する。当日、参加生徒等の健康  

状況の確認を行うとともに、体調不良者は山行させない。 

 山行地の気象等の最新情報を収集する。 

  登山計画書を遵守の上、山行を実施する。 

  不測の事態が発生した際には適宜留守本部とも相談し対応す

る。下山した旨、「コンパス」に登録する。 

  下山後速やかに電話・ファクシミリ等で県教育委員会に報告 

する。報告の際にはヒヤリハット事例等についても触れる。 

  所定の様式で県教育委員会に報告（提出）する。 

               ↓ 

   

                

  参加生徒等の決定       

               ↓ 

 

 

 

 

行動計画の検討 

山行地等の情報の再確認   

 

 

               ↓ 

 

  登山計画書の作成       

               ↓ 

  承認申請・審査・承認     

               ↓ 

 
 

  保護者への説明・承諾     

               ↓ 
 

 関係機関等への届出      

               ↓ 

  出発前の最終点検       

               ↓ 

 

 

  入山・山行・下山       

        ↓ 

 

  下山直後の報告        

               ↓ 

 

 登山報告           

 

 

≪ 登山計画の立案～実行～下山後の手続きまでのフロー ≫ 
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第４章 登山計画書の作成 

 

    

この章では、第３章で掲げた計画立案の考え方を基に、具体的な登山計画書の作成につい 

  て、主に記載すべき事項を中心にまとめる。 

なお、ここで掲げる事項は計画書に記載すべき必要最小限の事項等をまとめたものであり、 

  個々の登山に応じて、より一層の安全対策等を講じるべきであり、講じる安全対策等につい 

  ては計画書にも記載することとする。 

 

 

１ 計画書作成の意義 

   登山計画の作成は登山技術の第一歩であり、最も大切な要素とされている。 

   引率者だけでなく、参加生徒等も積極的に計画書の作成に加わることで、山行する行程の把握

はもちろんのこと、危険箇所等の認識やその他の不測の事態に陥った場合でも、冷静な対応を取

ることが期待でき、事故等が発生するリスクを可能な限り軽減することにつながる。 

   また、作成した登山計画書を有識経験者で構成する登山計画審査会に諮り、安全対策面のチェ

ックや必要に応じた指摘や助言を受け、計画の改善を図ることにより、より安全な登山の実施が

期待できる。さらには、作成された登山計画書を公益社団法人日本山岳ガイド協会が運営する登

山届受理システム「コンパス」を通じて地元警察等と共有するとともに、留守本部や保護者とも

共有することにより、非常時の迅速な対応が可能となる。 

  引率者はこれらのことを念頭に置いて、より具体的で実効性のある登山計画書を作成すること

とする。 

 

 

２ 作成作業の留意点 

   登山を成果あるものとするためには、参加者が山行の目的のほか、登山の行程や危険箇所、非

常時の対応策等について共有する必要があり、また、適切な役割分担の下で、実施される必要が

あることから、立案時から、参加者全員で話し合い計画を立案することが大切である。 

   そのため、本県県立学校が登山を計画する場合には、引率教員と参加生徒等がともに登山計画

書を作成し、登山の目的の設定はもとより、行程や危険箇所の把握、事故防止対策の検討等につ

いても危機管理の習得の一環として共同で作業に携わるものとする。 

なお、学校行事における集団登山について、参加者が多数である等の理由により、引率教員と

参加生徒等が共同で作業に携わることが困難である場合には、参加者全員に対し、山行の目的の

ほか、登山の行程や危険箇所、非常時の対応策等について事前に十分な指導を行うものとする。 

 

 

３ 計画書の作成 

 (1) 行事名等   

   ・目的等も含め具体的に分かりやすい行事名とすること。 
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   ・実施主体（部活動として実施するのか、学校行事として実施するのか）を明記すること。  

 

  (2) 目  的   

   ・登山の実施により何を目的とするかを具体的、かつ、明確に記載すること。 

   ・当該目的については、参加生徒等全員の理解を徹底すること。 

 

 (3) 場  所   

   ・山行を実施する主な山の名称、都道府県市町村名を記載すること。 

      ・参加生徒等の心身の発達、体力・技術の程度、これまでの山行等の経験の内容、経費等を考

慮し、目的の達成に適した山を選定すること。 

 

 (4) 期日（日数） 

   ・日数の増加に伴い必要な装備や食糧等の量が増加するとともに、日常生活とは異なる環境下

での複数日にわたる活動は参加生徒等への身体的に過度な負担をかけることになる。このよう

な状況下での活動は、参加生徒等の体調不良や判断力の低下を引き起こし、事故も起こしやす

くなる。こういった事態を防ぐため、日程は宿泊を伴うものは３泊４日（予備日を含む）を標

準に、最長でも予備日を含め４泊５日までとすること。 

 

  (5) 日程ルート 

    ・(3)と共通するが、参加生徒等の心身の発達、体力・技術の程度、これまでの山行等の経験 

   の内容、経費等を考慮し、目的の達成に適した山、日程ルートを選定すること。 

   ・想定する日数内で安全に歩けるルートとするが、設定に当たっては、参加生徒等のうち、登

山経験量や体力等において最も低い生徒を基準として設定するとともに、次の点を遵守するこ

と。 

① 各日とも行動時間が原則８時間（休憩時間を含む）を超えないこと。 

また、行動時間を算定するコースタイムはガイドブック等に示された標準コースタイムを

基本とするが、参加生徒等の体力・技術の程度等を考慮し、必要に応じて所要時間の調整を

行うこと。なお、標準コースタイムよりも早い時間設定をする場合は、根拠を示すこと。 

② 日没以降の山行は実施を認めない。出発時刻は少しでも早く設定することが望ましい。 

③ 悪天候や事故等の不測の事態に備え、事前に安全な避難場所・エスケープルート等を確 

認の上、設定すること。 

④ ７月～９月の登山は熱中症対策のため、原則として、標高が比較的高く（概ね 700ｍ以上）、

かつ登山口も高所にある山とする。（登山口までは、バス、ロープウェイ等により移動が可

能な山とする。）ただし、標高の高い山での山行が困難であり標高の低い山で山行を行う場

合は、気温上昇の時間帯を避け、概ね正午までに下山できる山とする。 

⑤ 夏季の登山は落雷の危険性が高まることから、落雷が発生しやすい午後の時間帯の山行 

を極力避けるとともに、午前中に山頂を通過する計画とすること。 

           秋季、冬季においては日没が早いことから、午前中に山頂を通過する計画とすること。な

お、冬季については、遅くとも１５時には登山口に帰着する計画とすること。 
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⑥ 登山口までのアプローチの手段や行動種別（全装行動、サブ行動）を明記すること。 

⑦ 通過地点等はできるだけ具体的に記載するとともに、各地点の通過予定時刻を記載する 

こと。また、通過地点については、可能な限り標高を記載すること。 

⑧ 予備日は、悪天候等により山行を計画どおり進められない場合を想定し確保するもので、 

日程に組み入れて設定すること。したがって、山行を計画どおり進められている限り、予備

日を使うことはなく、まして予備日を使って計画にない行動はしないこと。 

      なお、日帰りのルートや山中での停滞等の可能性が極めて低い簡易なルートで予備日を設

ける必要がないことが明らかな場合は必ずしも設定する必要はない。 

  

  (6) 引率者 

・引率者（教員※具体的な要件等については、第２章を参照）について、氏名、職名、指導経

験年数、指導員資格の有無、登山関係講習会の有無（有の場合、具体的講習名）、過去の登山

歴（今回登山を行うルートの登山実績がある場合はその登山年月）、住所、本人連絡先、家族

の連絡先を記載すること。 

・１パーティに対し２名以上の引率者を置くこと。かつ、参加生徒等 10名につき１名以上の引

率者を置くこととする。ただし、学校行事における集団登山について、この基準によりがたい

場合は、登山ルート等を勘案した上で登山計画審査会が了承した場合はこの限りではない。 

・登山アドバイザーを帯同させる場合には、別途定める基準を満たす者を登山アドバイザーと

し、所定の事項を記載すること。 

 

 (7) 参加生徒等 

・参加する児童生徒について、氏名、学年（組）、健康状況、血液型（可能な範囲で）、性別、

過去の主な山行、住所、保護者の連絡先を記載すること。 

 特に、健康状況は計画書を作成する時点はもちろんのこと、山行直近や山行当日にも確認し、

健康不良の場合は山行には参加させないこと。 

   

 (8) 装備計画 

・共同装備及び個人装備ともに行程に即した内容とするとともに、過不足なく準備すること。 

・全装行動及びサブ行動を併用する場合は、装備の使い分けに十分留意すること。 

・ヘッドランプや携帯電話等の電気機器については、予備電池等も装備に含めること。 

・通信機器は山行実施地に適した通信機器を携行すること。 

・噴火警戒レベルが運用されている火山※に登る際はヘルメットを持参すること。 

※ 活火山のうち、気象庁が発表する「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な

火山」として選定された５０火山（硫黄島は除く） 

 

  (9) 食糧計画 

・予備日も含め、全日程の食糧を十分確保し、各日、朝昼晩ごとの計画を記載すること。 

 なお、予備食は悪天候や参加者の体調不良等で当初の行動計画より日程が延びることを予測

して用意する食糧であり、予備日の設定に応じて予備日分の食糧３食を計画し記載すること。 
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・非常食は、極度の疲労等で体調を崩し共同食を摂取できない場合や道に迷い水も火もない状

況下で、体力温存のために摂取するものであり、日帰りであっても必ず一人一人が準備するこ

ととし、記載すること。 

 なお、非常食はその性質上、火や水を使用しなくとも摂取でき、かつ、カロリーの高いもの

とすること。 

 

 (10) 事前トレーニング計画 

      ・安全に登山を実施するため、事前のトレーニングについて具体的内容や計画を記載すること。 

    ・必ずしも身体・体力面でのトレーニングに限るものではなく、安全対策面（荒天対策、怪我

や高山特有の病気、症状の対処方法、緊急時の対処に関するシミュレーション等）でのトレー

ニングや技術的トレーニング（装備の使用訓練、地形図読図等）あるいは登山を行う山域研究

等が挙げられ、実施予定のものについて記載すること。 

 

 (11) 事故防止及び救急対策 

    荒天対策や事故防止、救急対策、熱中症対策等について、取り得る準備や対応策を具体的に

明記すること。 

    当然のことではあるが、実際に行動すること（すべきこと）をしっかり考え、計画書として

きちんと記載すること。 

     ① 荒天対策 

     ・対象とする山の天候等について、山行前及び山行中にしっかり把握すること。 

      また、具体的に何の情報なのか（天気、降水量、落雷予防等）を明確にし、これらの情報

をどのような媒体、手段で入手するかも含めて記載すること。 

     ・雨天や雷雨等の荒天時にどのような対応を取るか（中止、延期、あるいは山行中であれば

停滞、途中帰還等）、また、その判断基準等を事前に検討し、計画として明記しておくこと。 

      ・特に途中帰還の場合、どのようなルート（エスケープルート）を用いて帰還するのか、予

め想定し、計画として立てておく必要がある。 

        ・荒天時の避難場所（避難小屋等）の所在を把握し、計画書に名称等を記載しておくこと（概

念図には所在地を記載しておくこと）。 

   ・その他、荒天対策として行う具体策を計画書に記載すること。 

      

    ② 事故防止対策 

     ・登山コース等の状況について、山行直前に最新の情報を把握しておくこと。 

      また、具体的にはどのような情報（通行止め箇所、落石等の危険箇所など）が有効かを想

定し、これらの情報をどのような媒体、手段で入手するかも含めて記載すること。 

      なお、引率者は可能な限り下見を実施すること。また、下見を実施する場合は、その旨、 

計画書に記載すること。 

     ・参加生徒等の事前の健康状況を把握することはもとより、山行直前（当日）の健康状況を

しっかり把握し、不良の場合は参加させないことについて、明記すること。 

     ・悪天候やその他不測の事態により計画変更を行う場合の相談先・報告先を記載すること。 
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  ・登山の実施状況について、適宜、留守本部へ報告することとし、具体的に連絡先（所属、 

  職名等）やどの程度の頻度で連絡するかなどを記載すること。 

 ・その他、事故防止対策として行う具体策を計画書に記載すること。 

 

    ③ 救急対策 

        ・事故や体調不良者等が発生した場合の対処方法（例：歩ける場合は登山を中止するととも

に速やかに下山する等）を想定し、具体的に記載すること。 

     ・搬送する最寄りの医療機関や管理小屋の連絡先を明記すること。また、緊急時連絡フロー

にも明記すること。 

        ・携行する携帯電話等の通信機器の通信可能エリアを把握するとともに、具体的に当該エリ

アを示す図面を準備すること。 

     ・事故等に伴い救助活動等を必要とする場合に備えるため保険に加入するとともに、加入済

もしくは加入予定の保険取扱会社名及び具体的な補償内容を記載すること。 

 

④ 熱中症対策 

・山行の前日及び当日の出発前等に、環境省熱中症予防情報サイト等の情報を活用し、最寄

りの観測地点の暑さ指数（ＷＢＧＴ）が登山活動時に 31 以上になることが予測される場合

は、登山計画に応じた熱中症対策について改めて確認を行うと共に、山行中の熱中症対策を

十分に行うこと。なお、登山口にて暑さ指数（ＷＢＧＴ）の測定を行い、31以上になったと

きには計画を中止すること。 

・山行中は定期的に暑さ指数（ＷＢＧＴ）の測定を行い、25 以上になったときには参加者の

体調に注意を払うことはもとより、十分な休憩や水分補給等を行い熱中症の防止を図ること。

また、31以上になったときには計画を中止・変更するなどして安全に下山するための行動を

とること。 

 

 (12)  緊急時の連絡先 

    ・現地から、留守本部はもとより、留守本部を通じて保護者までの連絡体制（連絡網、緊急 

    時連絡フロー）を整備しておくこと。 

    ・留守本部への連絡は、昼夜を問わずに連絡可能な体制を講じること。 

  ・最寄りの医療機関や警察への連絡先も記載しておくこと。 

 

 (13)  概念図（または、ルート図） 

    ・尾根や沢、谷の形状等をわかりやすく単純化して表すとともに山行ルートを図示した概念 

    図を作成すること。 

     概念図の作成に当たっては、次の記号を参考の上図示するとともに、概念図名や地名、標 

    高数値、方位、縮尺、バースケールを記入すること。 
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         【概念図作成の記号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・尾根等の地形を記載する概念図に代えて、等高線が記載された地図を用いて、山行予定の 

    ルートを分かりやすく図示したもの（ルート図）でも可とする。 

       ・(5) で記載した通過地点や(11) で記載した危険箇所等についても可能な限り図上に示すこ

と。 

    

 (14)  保護者への周知及び承諾 

・参加生徒等の保護者に対し、登山計画の内容を示した上で、参加についての承諾を得るこ

ととし、その旨計画書に記載すること（保護者宛通知及び承諾についての文書案を計画書

に添付することが望ましい）。 
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（参考）　山行（山・宿泊の有無等）の違いによる装備の目安

共同装備

素
泊

食
事
付

テント（ペグを含む） ○ ○

テントマット ＊ ＊

ツェルト ○ ○ ○ ＊

ランタン ○ ＊ ＊ ○

コッヘル ○ ○ ＊ ＊ ○ ＊

しゃもじ・おたま ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

たわし ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

まな板セット ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

ガスバーナー ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

ガスボンベ ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

水用ポリタンク ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

ラジオ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

天気図用紙 ○ ○ ○ ○ ○ ○

医薬品等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ファーストエイドキット
：三角巾、ガーゼ付き絆創膏、使い捨て手袋、タ
オル、消毒薬、テーピング用テープ、真水（水道
水）500ml程度（ペットボトル）、穴を開けたペット
ボトルキャップ、鎮痛剤、健胃剤、下痢止め、抗ヒ
スタミン剤、軟膏、湿布、巻軸帯、ガーゼ、脱脂
綿、ハサミ、爪切り、ピンセット、安全ピン、体温計
等

学校行事における集団登山の場合、自動体外式
除細動器（AED）を持参することが望ましい。

熱中症計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修理具一式 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊

ペンチ又はプライヤー、針金、結束バンド、金属
製スリーブ、リペアシート、針と糸、強粘着テープ
又はリペアテープ、細引き（予備）、フレーム（予
備）等

裁縫用具 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊

トランシーバー（予備電池を含む） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

衛星携帯電話（予備電池を含む） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

カメラ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

ロープ（長、短） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 長：50ｍ程度、短：20m程度

スリング（長、短） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 長：120ｃｍ程度、短：60ｃｍ程度

カラビナ（環付、環なし） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

ロール紙 ・ちり紙 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ビニール袋 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○：必ず携行する装備 ＊：山行の目的、形態、内容等に応じて携行する装備

学

校
行
事
に
お

け
る

日

帰
り

集
団
登

山

幕
営
用
具

炊
事
用
具

そ
の
他

幕
営

小屋泊
日
帰
り
・

サ
ブ
行
動

幕
営

備考日
帰
り
・

サ
ブ
行
動

項目 品　名

右記以外の
通常の登山

標高が低い山や
野外活動フィー

ルド等
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（参考）　山行（山・宿泊の有無等）の違いによる装備の目安

個人装備

素
泊

食
事
付

ジャケット ○ ○ ○ ○ ＊ ＊ アウターレイヤー

登山用パンツ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ロングスリーブシャツ（長袖シャツ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊ 襟付きが望ましい

セーター、フリース等 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

体操着またはジャージ　上下 ○

下着 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

靴下 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

登山靴 ○ ○ ○ ○ ＊ ＊ ＊

運動靴 ＊ ＊ ○

帽子 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

防風・防水・防寒用上着 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

レインウェア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

メインザック ○ ○ ○ ○

サブザック ＊ ＊ ＊ ○ ＊ ○ ○

グローブ（軍手） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

冬用手袋 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

ヘッドランプ

（予備電池・予備電球を含む） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校行事における日帰り集団登山においては、引率者
のみの持参で可とする。

登山スパッツ （登山ゲイター） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

サングラス ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

ヘルメット ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
活火山での登山活動時に持参すること。
※112ページ参照

シュラフ ○ ＊ ＊ ○

マット ＊ ＊ ＊ ＊

水筒 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

食器 ○ ○ ＊ ＊ ○ ＊ ＊

はし ○ ○ ＊ ＊ ○ ＊ ＊

手ぬぐい・タオル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

洗面具一式 ○ ○ ○ ○

スマートフォン（予備電池を含む） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

ライター又はマッチ ○ ＊ ＊ ＊ ○ ＊

ナイフ ○ ○ ○ ○ ＊ ＊

時計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊
学校行事における日帰り集団登山においては、引率者
のみの持参で可とする。

地図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校行事における日帰り集団登山においては、簡単な
マップでも可とする。なお、その際においても、引率者は
地形図等を持参すること。

コンパス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校行事における日帰り集団登山においては、引率者
のみの持参で可とする。

筆記具 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計画書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

安全登山ハンドブック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校行事における日帰り集団登山においては、引率者
のみの持参で可とする。

健康保険証 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊

靴ひも ○ ○ ○ ○ ＊ ＊

細引き ○ ○ ○ ○ ＊ ＊

ちり紙 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

個人医薬品 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ホイッスル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校行事における日帰り集団登山においては、引率者
のみの持参で可とする。

スリング（長、短） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 長：120ｃｍ程度、短：60ｃｍ程度

カラビナ（環付、環なし） ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

トレッキングポール ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

レスキューシート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊

○：必ず携行する装備 ＊：山行の目的、形態、内容等に応じて携行する装備

備　考

右記以外の
通常の登山

携
行
装
備

着
用
装
備

幕
営

小屋泊
日
帰
り
・

サ
ブ
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動
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第５章 登山計画承認等の手続き 

 

 

  この章では、登山計画の学校以外の第三者の視点によるチェックの仕組や、計画承認後の登山 

 届の提出（登録）等、実際に登山を実施するまでの手続きをはじめ、下山後に実施することまでの、

一連の必要な手続きについて触れる。 

 
 

 

１ 計画の承認 

 (1) 登山の位置付け 

    県立学校が実施する登山（部活動登山を含む）は、県立学校管理規則第９条において定める

学校行事であり、その実施に当たっては、事前に、登山の目的をはじめ、安全対策等が適切に

講じられているか否か、県教育委員会の承認を受ける必要がある。 

    計画内容の適否の判断に当たって、県教育委員会は、原則として、登山計画審査会の審査結

果を経るものとする。  

 (2) 承認申請 

    登山計画の承認申請については、別途県教育委員会が指示する日までに別記様式１号を提出

するものとする。 

 

 

２ 登山計画審査会 

 (1) 登山計画の審査  

    県教育委員会は、県立学校長から提出された登山計画について、行程や安全対策、緊急時の

対応等、計画の内容が適切か否かを専門的見地から確認するため、有識者等で構成する登山計

画審査会の審査にかけるものとする。 

 (2) 対象   

     第１章の１で定義される「登山」については、登山計画審査会による審査を要するものと 

   する。 

    なお、登山として取り扱わないものであっても、県立学校管理規則に基づき学校行事として

の届出の手続きは必要となる。 

 (3) 審査結果等 

    ① 区分 

     審査の結果については、次の区分のとおりとする。 

   ア 特に問題なし 

     計画書の内容が適正と判断されるもの。 

   イ 意見を付す 

     登山の実施については基本的に問題はないものの、実施に当たり軽微な計画の修正等を要

するもの。 

ウ 再提出を要する 
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     安全対策面や緊急時の対応、その他計画の実施に当たり、計画内容が十分に練られておら

ず、このままでは登山の実施を認められないことから、計画内容を訂正・修正の上、再度計

画書の提出を要するもの。 

  ② 再審査 

    登山計画の再提出があった場合は、県教育委員会は再度、登山計画審査会の審査にかけるも

のとする。 
 
  

 

３ 計画の変更等 

     承認を受けた計画について、行程や実施期日の大幅な変更（１か月以上または季節が異なる等）

など、主要な内容の変更を行う場合は、変更計画書とともに別記様式２号を提出の上、再度、登

山計画審査会の審査を経て県教育委員会の承認を得ること。 

   なお、行程等の承認を受けた計画の主要部分は変更せずに、期日の変更（１か月未満かつ季節

が異ならない場合に限る。）等軽微な変更のみの場合は登山計画審査会の審査は要しないことと

する。ただし、変更計画書とともに別記様式２号を提出の上、県教育委員会の承認は得ること。 

   また、悪天候その他の事情により計画を取りやめた場合には、別記様式３号により登山を中止

する旨の報告を県教育委員会に行うこと。 
 
 

 

４ 関係機関への届出 

   事故や遭難等の事態に陥った際に参加生徒等の身体・生命を守るためには、一刻も早い警察や

山岳協議会等による救助等が有効である。 

   このため、県教育委員会の承認を受けた登山計画書の内容は「コンパス」にて登録し、計画内

容について警察等と共有しておくこと。 
 
 

 

５ 実施後の報告 

  (1) 下山報告 

       下山（学校への帰校・解散等）後は、県教育委員会に報告（電話連絡・ファクシミリ等も可）

するものとする。また、下山した旨を「コンパス」にも登録すること。 

 (2) 報告書の提出 

    登山実施後は、参加者全員で反省会を開き、目的の達成度やヒヤリハット事例等を全員で共

有するとともに、記録を整理し、登山報告書（別記様式４号）を県教育委員会に提出すること。 

     

 

６ 審査結果等の公表 

 (1) 審査結果の公表 

県教育委員会は、登山計画審査会の審査結果について、以下の項目を遅滞なく県ホームペー

ジで公表する。 

・審査結果〔「特に問題なし」「意見を付す」「再提出を要する」ごとの件数〕 



- 23 - 

 

（審査対象件数及び提出校名などの付随事項を含む） 

・助言件数 

 

  (2) 登山の実施結果の公表 

    県教育委員会は、５(2)により提出された登山報告書に基づき、別記様式５により各校の登山

の実施結果（ヒヤリハット事例を含む）を県ホームページで公表する。 
















































































































































































































